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要 　　　約

本報は，高齢被介護者を主体とした家族・施設・地域の福祉ガバナンスを体系的に提示することに
ある．
高齢被介護者のライフ（生命・人生・暮らし）福祉の向上を図るためには，介護の場である在宅・

施設・地域という各セクターが十分に機能を発揮し相互作用することにある．また，
つの場のネッ

トワーク機能は，互助・共助・公助のサポート力が連携することで機能する．とりわけ，家族や近隣
者などの血縁・地縁機能，福祉���や社協，協同組合などの準市場・ボランタリー機能・共同機能，
さらには政府・自治体などの行政機能が主体的に協働することが重要である．すなわち，これらの介
護支援主体とコーディネート機能が福祉ガバナンス成立に不可欠な要素となる．
各支援主体をネットワークする福祉ガバナンスの体系化は，高齢被介護者の主体形成だけでなく，

地域福祉の充実に関しても意義ある研究に繋がるものと確信している．

緒 言

少子高齢化の進展，家族形態の変化など社会的背
景を概観すると，高齢者福祉の充実は，福祉行政機
能だけでは不十分である．近年，行政を含めた様々
な主体間における関係性とその調整力が求められて
いる．また，地域・社会のなかで，住民が共有する
生活空間のよりよい暮らしの追求は，地域住民が主
体となる高齢者福祉の促進にかかわる重要な視点で
ある．これは，在宅福祉を推進する地域福祉の充実

化への手段として同様のことが伺える．すなわち，
生活の安全・安心・安定を追求するためには，住民
主体のより積極的な参画と自治体との協働関係が不
可欠となる．さらに，自治体の限界領域を ���や
ボランティアの力によって住民の生活福祉���を底
上げすることが，地域の福祉力の一目的である．こ
のような観点は，「福祉サービスの供給・受給関係の
流動化を，そのすべての関係者が固有の，しかし対
等な立場で己が持てる資源を開発・活用・交換し，

それを通じて各自が自己表現しながら相互に有機的
な社会関係を育み，それが同時に新たな社会的合意
形成の基礎過程となるような新たな社会システム再
構築の機会として積極的に位置づける」��という参
加型福祉に取り組むべき喫緊の課題である．

つまり，高齢者福祉は，基本的な人権の保障を権
利とし，それを基底に据え高齢被介護者（以下，被
介護者）の �������������の向上，������� �� ����の
向上という，より高い質をめざすものである．これ
は本来，自立・共同・共生と相互扶助の関係性が根
底に置かれることを前提条件���とし，����������
の補完作用として �������がある．さらに，高齢者
福祉に関わる各主体のエンパワメントの機能性は，
それぞれの能力向上によって図られる．すなわち，

各アクター間のネットワークによって，行政が主体
となる福祉社会から被介護者自身や最も小さな社会
である家族，そしてそれらの小集団である地域へと
主体が移行する．
ガバナンス（����������）については，多くの論
者によって議論され定義づけられてきた．とりわ
け，日本におけるコーポレート・ガバナンス（企業
統治）の議論では，株主による一元的ガバナンス
が主張されていた����．しかし，バブル崩壊後，日

本的なガバナンスの弱点が露呈され，中央政府�
自治体�企業・住民のタテ志向であったガバメント
（������ ���：統治）が後退し，ヨコ志向という水
平レベルの関係性を重視する見方が強まっている．
福祉サービスの場合，生産性の低さから市場では十
分供給されなかったり，収入に乏しく購買ができな
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い人ほど福祉サービスを必要としていたことから，
政府が財源を提供して，必要な人が十分利用できる
ようにする準市場が必要であった．生活福祉だけで
はなく，その補完作用となる生活者の生命・人生・

暮らしの根底を底上げする体制が問われている今日
において，コーポレート・ガバナンスを援用し福祉
ガバナンスを体系化することは，被介護者と介護者
主体の福祉を考えるうえで意義ある視点であり，高
齢者福祉にかかわる福祉ガバナンスは新しい着眼点
である．したがって，福祉ガバナンス，すなわち高
齢者福祉の観点に拠ったガバナンス展開を論じた文
献等は，現段階でほとんど見当たらない．
そこで本研究では，ガバナンスの概念について先

行研究から共通認識を探求し，被介護者を取り巻く
家族・施設・地域（福祉サービスの提供される主た
る場所として，以下「 
つの場」と略記）の福祉ガ
バナンスの体系について論じる．そして最後に，福
祉ガバナンスの実践力へと繋げる新基軸として，

つの場としてのそれぞれの内なるガバナンスの考え
方を提示する．

ガバナンスの概念と高齢者福祉における研究視点

ガバナンスという言葉は，��!"年に開催された第
�	回「地方の時代シンポジウム」の分科会のなかで，
地方自治における新しい課題のひとつとして，「セル
フガバメントからセルフガバナンスへの展開」��が
指摘されたのが初めてである．その後，��!!年には
ガイ・ピーターとコリン・キャンベルとにより国際
的な研究季刊誌『ガバナンス』を発刊し注目を集め
た．そもそもこのようなガバナンスとは，国家や政
府の「一元的な統治」という意味で使われる「ガバ
メント」と対比させる概念として，多様なアクター

によって「協働的な統治」という意味で捉えられて
いる場合が一般的だが，この定義については，いま
だ確立されてはいない．
本研究では，ガバナンス概念を援用して，高齢者

福祉の体系化を図ることが目的である．そのために，
まずは，ガバナンスについての共通項を引き出すこ
とが不可欠である．表 �は，主要な先行研究におけ
るガバナンスの特徴と概念を抽出したものえある．
これらに基づいてガバナンスの共通認識を得ておき

たい．
以上の捉え方からガバナンスは，国家や政府の中

心的・タテ型志向から自治体・���・地域・家族の
セクターによる共治と，各セクター間のネットワー
クの構築，すなわち水平型・ヨコ型志向へと移行し
ている，という見解が一般的であろう．したがって，

本研究での福祉ガバナンスは，政府などのフォーマ
ル領域，利益追求の企業などの民間営利領域，福祉
���などの民間非営利領域，家族や近隣者などの
インフォーマル領域という四つの相互関係と位置づ

けについて，論述していく．

自立・共同・共生と公・共・民の関係性

�各主体の能力�

生活福祉の成立は，住民を主体とし，かつ「公・
共・民」の総合的サポートをシステム化することに
よって実現するものである．つまり，地域福祉の充
実に関連しており，ガバナンスという地域政策手段
の構築が前提となる．

高齢者福祉の公・共・民は，被介護者（自立）・家
族介護者（共同）・異質な他者や自然環境（共生）の
関係性を指し，ネットワーク化を促すコーディネー
ターにより構築され実現可能性へと繋がっていく．
図 �は，福祉ガバナンス構築のための，自立・共同・
共生と公共民の関係性を表わす．すなわち，主とし
て行政や民間企業による各種制度や福祉サービス，
その従事者である民生委員などがコーディネートす
る地域福祉���（公）の実現，主として福祉���や

社協，ボランティア，介護支援センターなどに属す
る福祉専門職やボランティアスタッフなどがコー
ディネートする施設福祉���（共）の実現，主として
家族や親族，近隣者などがコーディネートする在宅
福祉���（民）の実現である．
このような関係性によって，各支援主体はそれぞ

れの立場から多様な展開をしていく．高齢者を一個
の人格者として捉え，家庭内・施設内・地域内の関
与者は，統一された全体（�# � �$���）を認識して
いく必要がある．また，福祉ガバナンスには高齢者

支援政策だけでなく，高齢者の労働力もコミュニ
ティ形成基盤に包含させ，次世代育成のために，国
民の根本的な「共通の利益」�	�とする福祉コミュニ
ティ���への意識化は欠かせない．高齢者を対象と
した学習・教育を提供する反面で，文化の伝承や生
活技術などを高齢者から学ぶ機会を整備し，促進・
展開することが求められる．地域内の幅広い年齢層
間で育む「教え，教えられる共育」�
�の展開が，地
域福祉の具体的なあり方であり，これを通じて共生

社会の実現を展望する．さらに，被介護者や家族介
護者が住民として主張できる能力を消費者教育のか
かわりのなかで育成していくことも，地域の福祉力
に繋がる重要な要素である．地域・社会に暮らす一
人の構成員として資金管理，消費行動，資源管理を
調整し，生活環境を含む内的・外的資源のなかでど
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表 � ガバナンスの認識について

う意思決定していくのか．これは，住民一人ひとり
が権利を主張し，行使できる人間的な能力を育成す
る消費者教育の目的と重層する部分である．住民自

らの意思で市場参加する福祉領域からみた消費（者）
の視点，すなわち「消費（者）福祉」といえよう．す
べての住民に平等の権利と機会を保障するような一
般化施策の提供と並行して，個別的配慮の行き届い
たニーズ対応とその処遇が必要である．
牧里���は，地域福祉を構造と機能の観点から捉

え，相互扶助，ニーズ充足，生活問題解決などの機
能は，法律や行政財，組織や賃金・人材などを配置
している制度的・構造的枠組みがなければ実現でき

ないということから，双方に相互補完的関係が存在
するとしている．換言すれば，個人（被介護者），家
族（介護者），地域だけでは，その成長プロセスにお
いて限界があり，これらのエンパワメント・プログ
ラムの質的形成においては，行政のみではなく，本
研究で提示しようとする福祉ガバナンスとコーディ
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図 � 福祉ガバナンス構築のための自立・共同・共生を繋ぐコーディネーター（公共民）との位置関係図

ネーターらの積極的な関与が求められている．
これらを実現する取り組みとして期待されている
過程には，地域ニーズの把握と，その支援活動を行
う市区町村社協などの存在とその充実が提案できる．

市区町村社協は，本来，地域福祉の推進，ネットワー
クづくり，ボランティア活動の支援，啓発活動・福
祉教育など，各地域の現状による支援体制の確立を
目的としており，
つの場でのアソシエーション・
ネットワーク形成，及び生活福祉のニーズへの対応力
を確保するための主体調整をすべき重要な役割を担っ
ているといえる．この点については，別途論考したい．

高齢被介護者が主体となる

生活福祉に関する福祉ガバナンス

��つの場（家庭・施設・地域）の位置づけ�

福祉ガバナンスを論じる際，家族，近隣住民，ボ
ランティア，各福祉関連機関，行政等がサービス供
給にかかわる，「ステークホルダー型のガバナンス
構造」���は欠かせない．この体制がなければ，高齢
者の自助能力を養ったところで生活の質の本質を問
うようなサポートはできない．澤井は，地域政策に
おける %種類の総合性の「サービス供給者の相互援
助と支援のネットワーク化」として「市町村・当事

者・市民という公的セクター，市場セクター，共助
セクターそれに自助（家族と当事者自身）との協働
の関係」���の構築を指摘した．筆者は，それに加え
共生領域を基底にし，図 �で既述した在宅福祉・施
設福祉・地域福祉の関係性を位置づけることにある．
福祉ガバナンス（図 �）は，高齢被介護者（自助）

を中核に，＜ &＞血縁・地縁機能のインフォーマル
領域，＜ &&＞準市場・ボランタリー機能の民間非営
利領域，共同機能の共同領域，＜ &&&＞行政機能の
フォーマル領域，＜ &�＞市場機能の民間営利領域

と，それぞれの関与者との相互扶助（互助，公助，
共助）の構図である．
（�）被介護者の自立能力，（�）在宅福祉の中心的
存在である家族介護者能力（【'】在宅福祉），（
）医
療・治療に従事している各専門者による専門的能力
と組織形成能力（【(】施設福祉），（%）地域生活を支
援する市民能力と政策能力（【)】地域福祉）は，そ
れぞれが専門性を持っているため相互の介護や医療
福祉の領域を統合した支援が求められる．理論，技

術，価値を備え，そして地域事情にも通じた各専門
者のコーディネートにより，被介護者を多面的視点
から精神的・経済的・文化的・身体的に支援するこ
とが必要となる．被介護者主体を見据えた生活福祉
の体系化とは，福祉ガバナンスの主人公を中核とし，
それらに関与する多様なサポート機能が，責任能力
をもちながら存在し，かつ協働することである．

�．在宅福祉 　�「家庭内」福祉実現のための「内

なるガバナンス」���
�

在宅福祉と施設福祉はそれぞれ別の介護機能を持
つ．家族を主介護者とした在宅福祉は，主に被介護
者の精神的ケアとして施設介護とは異なる分担的支
援を担っている．ベンクト・ニィリエが唱えるノー
マライゼーション原理���の観点においても，被介護
者を理想とする生活条件に近い環境やニーズに最も
対応できる介護の場は，在宅福祉を中心とした介護
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図 � 高齢被介護者を主体とした福祉ガバナンスの構図 　�自助・互助・公助・共助の関係性�

であるといえる．しかし，在宅福祉は，医療設備の

充実，適切な医療や介護，医学的リハビリテーショ
ン，人格的な保障など充分配慮できない点．ソフト
面として，専門的な地域医療といった支援組織との
連携の不十分さがある．
このような共助，公助もさることながら，介護者

の自立力・共同力・共生力も在宅福祉実現の大きな
要となる．在宅福祉を望む高齢者率が比較的高い�	�

現状においては，介護関係者が在宅福祉の本来的意
義や役割を十分に認識し，被介護者ニーズの充足を

図る（自立力）とともに，家族介護者がかかえる家
事労働や介護負担を家族構成員間で分担，地域住民
間の協働による介護能力（共同力）が要求される．
さらには，介護保険制度など介護サービスを間接的
に利用するうえで，家族は，社会福祉制度などの知
識や施設関係者とのコミュニケーション力，介助・
介護技術力（共生力）も要求される．高齢者を看る
介護者がいない独居高齢者や高齢夫婦生活での老老

介護の場合，一層，在宅と地域，施設との連携支援

が不可欠となり，これらの整備が在宅福祉の実現可
能性へと繋がる．
地域福祉では，さまざまなケースに対応した家族

支援事業を促進し，家族介護者のストレス・不安な
どを払拭できる体制づくりや利用者がそれらの計画
に関する情報収集，参加・参画しやすい整備が求め
られる．住民自身が地域の福祉づくりに関心をもち，
自己や家族，地域の福祉ニーズを自治体や企業，そ
の他，福祉関連団体の活動に反映させることは，地

域住民の消費者福祉領域の使命である．このように
家庭内における自立・共同・共生とガバナンスの在
り方の具体性は今後一層問われるところとなる．

�．施設福祉 　�「施設内」福祉実現のための「内

なるガバナンス」�

施設内介護や在宅サービスの役割は，主に身体に
おける治療・医療の面での専門的ケアである．しか
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し，福祉施設には入所に関わる費用の高額負担や施
設内の人間関係，サービス契約等に関わるトラブル，
介護技術・一人当たりの介護所要時間の限界，施設内
外の構造・立地などに関する生活の居住・環境問題，

利用者のプライバシーの保護，虐待など深刻な問題が
多々存在する．現状の施設福祉においては，被介護者
ニーズに即したサービスが受けにくく，個々人の自立
支援体制が整っているとは限らないのが現状であろう．
高福祉・高負担国家のスウェーデンでは，在宅介

護を希望する高齢者の自立支援のために一人暮らし
の高齢者でも安心して暮らせるよう，日中と深夜に
分けてナースとヘルパーが一組となり巡回するケー
スがある．徹底した介護体制は，高齢者自身の��*

の向上に反映し，「国際比較調査」���の結果が示唆
している．また，入所しているほとんどが痴呆症老
人というバルツァルゴーデン（スウェーデン）のグ
ループホームでは，介護・医療従事者や施設関係者
による被介護者一人ひとりに対する充分な対応かつ
温かい介護がなされ，家庭的な生活空間や人間関係
を維持することで，痴呆の進行を遅らせる効果があ
る���．これは，在宅福祉の利点を包含した福祉施設
の在り方について再認識できる一例といえる．

施設福祉の従事者は，従事者自身の役割認識と技
能等のキャリア能力の向上（自立力），従事者間での
サポート体制の充実や人間関係能力（共同力），福祉
等関連機関とのネットワークシステム構築における
サービス等の向上（共生力）を図る．福祉ガバナン
スには，施設内福祉としての役割を発揮し，他機関
との協働関係機能の円滑化が不可欠な要素となる．

�．地域福祉 　�「地域内」福祉実現のための「内

なるガバナンス」�

従来，地域社会は，子どもの教育や世話，老人の見
守りや助けなど，主として近隣者間の地縁機能で補
う風習があった．山間部や離島の地域では，こうし
た地域内の相互扶助関係が今でも濃く残されている．
この点においては，都市部と山間部や島嶼では多分
な相違がある．長寿県の長野県が実施する ��+運
動（下伊那郡が発祥）は，元気な高齢者を増やす目
的で，県民運動の一環として活動がある．この活動

は，福祉サービス等の提供と，高齢者が地域社会の
一員として豊かな知識や経験，技術を発揮し，健康
で生きがいのある人生を送ることができるよう，多
様な社会参加，社会貢献活動の促進を基本方針とし
ている．また，社会参画の視点からは，生涯学習と
の連携，世代間交流，老人クラブの育成，シルバー
人材センターの活用による就労などの活動もある．
在宅福祉の充実という視点では，ケアマネジメント

体制の確立，要介護者施設の充実，独居高齢者に対
する支援を地域全体で促進していることが，長寿の
要因と思われる．これは，高齢者の人格権の尊重と
社会的なアイデンティティを適合させた地域福祉に

欠かせぬ地域活動である．
地域内福祉実現のためには，��在宅福祉サービス

の向上（予防的サービス，専門的ケア，在宅ケア，福
祉増進サービスを含む対人福祉サービス）（自立力），
��組織活動として，地域組織化およびサービスの組
織化，管理の統合的運用によるコミュニティワーク
の方法技術等の能力（共同力）， 
�環境改善サービ
スの向上（物的，制度的施策を含む生活・居住条件
の改善整備の向上（共生力）�	�が重要である．筆者

はこれらに追加し，平成の市町村合併，地方分権に
よって福祉充実が課題とされているなか，広域化の
弊害を是正する社協の存在意義やその在り方が問わ
れている点を指摘しておきたい．

�．�つの場（家庭・施設・地域）の相互関係

�調整主体形成の必要性�

被介護者と家族介護者の家庭外共生は，在宅施設
か施設福祉か，という限定した選択ではなく，在宅福

祉と施設福祉の機能が相互作用することであり，そ
の調整が不可欠である．とりわけ，その中間的な機
能をもつユニットケアや宅老所も選択肢に加えられ
る．入居者個々人の生活と環境創造，個のニーズに
応えるという視点に基づいたこれらの施設は，被介
護者とその家族のニーズに合致した要素が多分に含
まれている．介護の場をより充実発展させるために
は，医療重視か介護・療養重視かの極端なケアを避
け，被介護者主体のケアマネジメントを実践するこ

とが重要であり，このケアマネジメントを担うコー
ディネーターの養成が，
つの場による福祉ガバナ
ンスの成立と同様に急務な課題である．

まとめにかえて

地域内の諸組織や人格等のかかわり方とその役
割・責任の明確化の必要性，医療施設や介護施設で
の関係者の役割と責任等は，自立・共同・共生の高齢
者福祉というライフスタイルを構築するうえで欠か
せぬ条件であることが再認識できる．すなわち，す

べての生活者に共通する異質な関係・環境共生領域
を根底に据えた福祉ガバナンスの構図には，被介護
能力と家族等の介護能力の形成ばかりではなく，む
しろ各セクターの責任能力が強く求められること，
さらには地域・社会に自発的にかかわろうとする関
与力の形成が重要となる．そこには，相互依存関係
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ではなく，対等かつ主体的な連繋が前提となる．
以上を根底に据え，筆者は，被介護者や家族が生

活の質の向上，自己実現を図るために，社会活動を
通じた学習・教育の機会を有機的連関によって創り

出すことは有効���な一手段と考えている．つまり，
高齢者の社会活動は，本来，高齢者自身の生きがい
形成へと関与�
�していかなければならないものだ
からである．したがって，今後，高齢者のニーズに
適応した社会参加事業の展開，及び高齢者とその家
族と提供者をつなぐサポート機能の展開が課題とな
る．学習・教育の視点では，市町村が実施する社会
教育領域（老人クラブ，高齢者大学など），公民館や

生涯学習センターなどが実施する各種講座やスポー
ツ・レクリエーション，社協が事業内容として掲げ
る福祉教育と消費者教育などを統合した連携体制が
求められる．

そこで，今後の研究課題としては，「福祉ガバナン
ス」の実践化を図るための素地を形成することにあ
る．また，被介護者と家族の介護関与者のエンパワ
メントについても言及する．そして，「主体相互の
自立」���に向けて，住民主体の情報・学習事業を展
開し，その上でプログラム構築，実践課題へと発展
させることにある．

注

� � ）一番ヶ瀬らは，生活福祉を社会福祉学領域の在宅福祉・施設福祉・地域福祉と，家政学領域（家族生活，衣生活，住生

活，食生活）との重なり部分としであると示した��．

� � ）岩田らは，「福祉」を（�）思想や目標としての福祉，（�）制度や政策としての福祉，（�）行動原理としての福祉の大き

く �つに分けた．とりわけ，（�）では基本的人権を指している��．

� � ）長嶋・田村は，自立（�����	��
���
�
�
��），共同（�������	��
���
�
�
��），共生（����
�
���	��
���
�
�
��）と，そ

れぞれを結ぶ相互扶助として，民（主として交換），共（主として互酬），公（主として再配分）が機能することを体系

化した ��．

� � ）施設福祉とは，高齢者障害者などの社会福祉ニーズを有する人々が社会福祉施設という生活の場において，福祉サービ

スを提供されることによって，その生活を維持し，福祉の向上を図ることをいう．加茂陽編，『福祉重要用語���の基

礎知識』，
� ���，明治図書出版，東京，����年．

� � ）在宅福祉とは，高齢者や障害者などの社会福祉ニーズを有する人々が住み慣れた地域社会において自立した生活を送る

ように，各種の福祉サービスをその個人の居宅で提供することによって，生活を維持し，福祉の向上を図ることをい

う．加茂陽編，『福祉重要用語���の基礎知識』，
� ���，明治図書出版，東京，����年．本章で使用している語とし

て，「地域福祉」「施設福祉」「在宅福祉」を，注 �から注 �を基本概念に基づいている．

� � ）地域住民が地域内の福祉について主体的な関心をもち，自らの背局的な参加により，援助を必要とする人々に対して福

祉サービスを提供する地域共同体のことをいう．福祉コミュニティの形成を目的とした社会福祉援助活動が地域援助

活動である���．

� � ）今里は，公務倫理について，官僚ないし官僚制は自らを律し統治していく能力の必要性について述べ，それを「内なる

ガバナンス（自己統治）」と示した���．本研究では，これに依拠して家庭内福祉実現，施設内福祉実現，地域内福祉実

現の内なるガバナンスとして論述する．

� � ）「虚弱化したときに望む居住形態」の質問に対し，「現在の住宅にそのまま住みつづけたい」が�����歳以上の総数で

���，次いで「現在の住宅を改造して住みやすくする」が総数で���を占める．「わからない」���を除く残りは，専

門ケアや介護専門付き住宅・施設を希望している．内閣府：「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」（平成��年

度）調べ．
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